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１、環境方針
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フタバ食品株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役社長　齋藤 貞大

　　環境の汚染に対し、未然防止に努めます。

５．人材育成
　　社員の環境への意識向上と保全への取り組みのための教育訓練を継続的に行い
　　ます。

６．社会との共生
　　環境問題に対し、常に自然や社会との共生を図ります。また、コミュニケーショ

　　マネージメントシステムにより、継続的改善を進めます。

４．汚染の防止

　　ンを大切にします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和3年12月1日

　　　・食品廃棄物のリサイクル率の向上に努めます。
　　　・グリーン購入を推進します。
　　　・容器包装リサイクルの減量化に努めます。

３．エコアクション２１の取り組み

　　省エネルギーによるCO2・廃棄物排出量の削減、天然資源使用量の削減、再生・
　　再利用に取り組みます。

環境方針
　当社は、食品の製造・販売を主とする企業活動において、地球環境の保全に積極的

に取り組み改善活動を進めていくために、以下の「環境方針」を制定します。

１．法令遵守

環境理念
当社は、全世界の課題である地球環境保全を企業活動の最重要課題として認識する。
かけがえのない地球環境を大切にすると共に環境に配慮した企業活動を通じ、次世代

へより良い地球環境を引き継げることを目指します。

　　環境に関する法規則、業界団体のルールを遵守します。

２．３Ｒ『Reduce(削減)・Reuse(再利用)・Recycle(再生利用)』の取り組み



２、会社概要

（1）企業名 フタバ食品株式会社

（2）代表者名 代表取締役社長 齋藤 貞大

（3）所在地 栃木県宇都宮市一条４丁目１－１６

（4）環境管理責任者 取締役　生産部長　部長  水野谷 邦治

（5）担当者連絡先 品質管理部 齋藤　龍樹
連絡先 ＴＥＬ 028-634-2526

e-mail rsaitoh@futabafoods.co.jp

（6）事業内容 アイスクリーム類および乳製品・冷凍調理食品・
マロングラッセおよび菓子類・中華饅頭の開発・製造、
販売　及び　レストラン経営

（7）対象事業所 19事業所

北海道支店

東北支店

仙台（営）

関信越支店

東京支店

名古屋支店

大阪支店

ｺﾝﾌｪｸｼｮﾅﾘｰ営業部

ﾌｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽ部宇都宮営業所

上河内ｻｰﾋﾞｽｴﾘｱ

東海ﾊﾟｰｷﾝｸﾞｴﾘｱ店

文化会館店

エムロード店

豚嘻嘻大通り店

研究開発部
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宇都宮市馬場通り4-2-3

宇都宮市簗瀬町2566-3

宇都宮市明保野町7-66　宇都宮文化会館内

宇都宮市今里町金山1149

宇都宮市竹林町911-1　済生会宇都宮病院内

大阪府大阪市浪速区難波中3丁目16-23

宇都宮市下栗町1563

宇都宮市川向町1-34

茨城県那珂郡東海村石外宿日本松2060-1

埼玉県戸田市喜沢南1-5-33

北海道千歳市泉沢1007-212

      住       所

宇都宮市一条4-1-16

さくら市喜連川3286

宇都宮市下栗町1563

愛知県清須市春日中沼８－４

事業所名

本　社　

喜連川工場

下栗工場

関西工場 三重県津市香良洲町5536-30

岩手県紫波郡矢巾町西徳田8-126

宮城県仙台市若林区大和町5-19-8

宇都宮市中島町465　　マルカ冷蔵㈱内



（8）事業規模 ２０２３年度 （２０２２年９月から２０２３年８月）
創業 昭和２０年１２月 （１９４５年１２月）
資本金 ４億９，２００万円
年商額 219億円
従業員数 478名 （契約社員・パート社員を含む。）

（９）認証登録範囲 当社は、全ての組織、全ての事業活動をエコアクション２１認証・登録の対象範囲

としている。

３、環境組織図

エコアクション２１推進チーム

総務部長
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環境
目標

取組内容 サイト
取組の
評価

・３工場の省エネ診断実施 工場 ○

・省エネ設備導入に向けての調査・策定 工場 ○

・不要な点灯をなくす フードサービス ○

・エアコンの適正温度設定 全事業所 ○

・動力設備（高圧機器）に関する事項 工場 ○

・エアーコンプレッサーに関する事項 工場 ○

・不要時の暖房機・照明・空調の過剰使用厳禁 営業部 ○

・パソコン、OA機器の不使用時電源OFF 全事業所 ○

・ボイラー設備に関する事項 工場 ○

・エコドライブと走行ルートの適正化（ガソリン） 営業部 ○

・不必要なガスは消す フードサービス ○

・食器のまとめ洗い（LPG) フードサービス ○

・食品ロスを2030年度までに2018年度比50％に削減する 全事業所 ○

・ＴＰＭ活動の取り組みによるロスの削減実施 工場 ○

・段ボールのリサイクル化への転換 全事業所 ○

・廃プラ等包装材料の改善 全事業所 ○

・資源廃棄物の分別回収の徹底 全事業所 ○

・仕入れ、仕込みの適正化 フードサービス ○

・商品ロス削減の啓蒙 全事業所 ○

・不要商品在庫の削減 本社・営業部 ○

・容器包装の減量化 ○

・節水運動の推進 全事業所 ○

・水漏れ箇所の点検修理 全事業所 ○

・購入化学物質一覧表の作成 工場・研究開発 ○

・購入化学物質のSDS管理 工場・研究開発 ○

・グリーン購入法の適合商品の購入 全事業所 △

・環境に配慮した製品提供(全事業所） 全事業所 △

・環境に配慮した原材料、梱包包装材の購入 全事業所 △

・各協会、団体主催の講習会、研修会への参加(全事業所） 全事業所 ○

・TPM(Total Productive Maintenance)活動 工場 ○

評価基準：〇実施している、△手がけているが不十分、×手がけていない
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総排水量の削減

環境コミュニケーション
(教育訓練）

４，主な環境活動計画、環境活動の取組みの評価

化学物質使用量の適正利
用

グリーン購入

環境に配慮した製品提供

二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
低
減

電力による二酸化炭
素排出量

化石燃料の適正利用

廃棄物排出量の削減

研究開発・企画部
・生産部

容器包装の発生抑制、
再商品化



５，環境目標とその実績

二酸化炭素排出量の削減は、2030年目標、2013年度比50％削減とする。

食品廃棄物発生量・廃棄物排出量の削減は、2030年度目標、2018年度食品廃棄物の50％削減

　各年再生利用率98%、熱回収を除く実施率80%以上を目指す。

水の総使用量の削減と化学物質使用量（PRTR指定物質量）の実数把握とする。

電力排出係数は北海道電力：0.593、東北電力：0.519、東京電力：0.457、中部電力：0.431、関西電力：0.34を使用。

全　社

年度 2013年度

項　目

単位 実績 目標 実績

二酸化炭素排出量 t-CO2/年 12,307.7 9,011.9 7,744.9 〇

電力使用による二酸化炭素排出量 t-CO2/年 7,555.7 #VALUE! 3,968.0 〇

年度 2018年度

項　目

単位 実績 目標 実績

t 1,539 1,123 719 〇

％ 96.6% 98.0% 95.3% ×

ｔ 1,487 1,088 685 〇

％ 31.8% 80.0% 53.8% ×

ｔ 489.0 888 336 〇

ｔ 3,650.5 ―

年度 2018年度

項　目

単位 実績 目標 実績

水総使用量 m3/年 374,133 ― 660,911 ―

年度 2018年度

項　目

単位 実績 目標 実績

kg ― ― 26,278.0 ―
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評
価

化学物質使用量（PRTR指定物質）

CO2排出総量（CO2㌧）　2030年目標、2013年度比50％削減

食品ロス削減　2030年度目標、2018年度食品廃棄物の50％削減　各年再生利用率98%、
熱回収を除く実施率80%以上を目指す

販売、生産計画で大きな変動が生じることから目標値は定めない、実数把握とする。

PRTR対象事業者に当たらないため、PRTR指定物質量の実数把握とする。

実数把握

食品廃棄物排出削減年度目標一覧

食品廃棄物の再生利用等の実施率（熱回収を含む）

食品廃棄物の再生利用等の実施率（熱回収を除く）

食品廃棄物発生量

2023年度目標値

2023年度目標値
評
価

2013年度73%

2023年度目標値
評
価

発生抑制量

2023年度目標値
評
価

実数把握

食品廃棄物の再生利用等の実施量（熱回収を含む）

食品廃棄物の再生利用等の実施量（熱回収を除く）



喜連川工場

年度 2013年度

項　目

単位 実績 目標 実績

二酸化炭素排出量 t-CO2/年 3,951.5 3,677.3 2,594.9 〇

電力使用による二酸化炭素排出量 t-CO2/年 2,389.3 2,223.4 1,225.6 〇

年度 2018年度

項　目

単位 実績 目標 実績

t 280.0 204 209.6 ×

％ 95.6% 98.0% 96.2% ×

ｔ 268 200 201.6 〇

％ 11.3% 80.0% 23.6% ×

ｔ 32 164 49.4 ×

ｔ 126.7 ―

年度 2018年度

項　目

単位 実績 目標 実績

水総使用量 m3/年 142,681 ― 156,467 ―

年度 2018年度

項　目

単位 実績 目標 実績

kg ― ― 21,142.6 ― 6

CO2排出総量（CO2㌧）　2030年目標、2013年度比50％削減

食品ロス削減　2030年度目標、2018年度食品廃棄物の50％削減　各年再生利用率98%、
熱回収を除く実施率80%以上を目指す

2023年度目標値
評
価

2013年度93%

食品廃棄物発生量

評
価

食品廃棄物排出削減年度目標一覧

2023年度目標値

食品廃棄物の再生利用等の実施率（熱回収を含む）

食品廃棄物の再生利用等の実施率（熱回収を除く）

発生抑制量

2023年度目標値
評
価

2018年度95%

販売、生産計画で大きな変動が生じることから目標値は定めない、実数把握とする。

食品廃棄物の再生利用等の実施量（熱回収を含む）

食品廃棄物の再生利用等の実施量（熱回収を除く）

評
価

化学物質使用量（PRTR指定物質）

PRTR対象事業者に当たらないため、PRTR指定物質量の実数把握とする。

2023年度目標値

2018年度95%



下栗工場

年度 2013年度

項　目

単位 実績 目標 実績

二酸化炭素排出量 t-CO2/年 2,318.8 2,020.1 1,898.4 〇

電力使用による二酸化炭素排出量 t-CO2/年 1,585.9 1,381.6 1,030.4 〇

年度 2018年度

項　目

単位 実績 目標 実績

t 99 85 127.3 ×

％ 96.5% 98.0% 95.5% ×

ｔ 96 71 121.3 ×

％ 30.3% 80.0% 9.1% ×

ｔ 30 58 11.6 ×

ｔ 0.0 ―

年度 2018年度

項　目

単位 実績 目標 実績

水総使用量 m3/年 95,523 ― 147,179 ―

年度 2018年度

項　目

単位 実績 目標 実績

kg ― ― 7,642.5 ― 7

食品廃棄物の再生利用等の実施量（熱回収を含む）

食品廃棄物の再生利用等の実施量（熱回収を除く）

2023年度目標値
評
価

2013年度87%

CO2排出総量（CO2㌧）　2030年目標、2013年度比50％削減

2023年度目標値
評
価

食品廃棄物排出削減年度目標一覧

食品ロス削減　2030年度目標、2018年度食品廃棄物の50％削減　各年再生利用率98%、
熱回収を除く実施率80%以上を目指す

食品廃棄物発生量

食品廃棄物の再生利用等の実施率（熱回収を含む）

食品廃棄物の再生利用等の実施率（熱回収を除く）

発生抑制量

2023年度目標値
評
価

2018年度95%

販売、生産計画で大きな変動が生じることから目標値は定めない、実数把握とする。

評
価

化学物質使用量（PRTR指定物質）

PRTR対象事業者に当たらないため、PRTR指定物質量の実数把握とする。

2023年度目標値

2018年度95%



関西工場

年度 2013年度

項　目

単位 実績 目標 実績

二酸化炭素排出量 t-CO2/年 2,450.3 2,134.7 1,967.3 〇

電力使用による二酸化炭素排出量 t-CO2/年 1,651.1 1,438.5 1,104.1 〇

年度 2018年度

項　目

単位 実績 目標 実績

t 428 312 330.9 ×

％ 0.0% 98.0% 99.7% 〇

ｔ 0 306 329.9 ×

％ 100.0% 80.0% 94.5% 〇

ｔ 428.0 250.0 312.8 〇

ｔ 150.3 ―

年度 2018年度

項　目

単位 実績 目標 実績

水総使用量 m3/年 95,990 ― 80,071 ―

年度 2018年度

項　目

単位 実績 目標 実績 8

kg ― ― 18,404.0 ―

食品廃棄物の再生利用等の実施量（熱回収を含む）

食品廃棄物の再生利用等の実施量（熱回収を除く）

食品廃棄物の再生利用等の実施率（熱回収を除く）

発生抑制量

2023年度目標値
評
価

2013年度87%

CO2排出総量（CO2㌧）　2030年目標、2013年度比50％削減

2023年度目標値
評
価

食品廃棄物排出削減年度目標一覧

食品ロス削減　2030年度目標、2018年度食品廃棄物の50％削減　各年再生利用率98%、
熱回収を除く実施率80%以上を目指す

食品廃棄物発生量

食品廃棄物の再生利用等の実施率（熱回収を含む）

2023年度目標値
評
価

2018年度95%

販売、生産計画で大きな変動が生じることから目標値は定めない、実数把握とする。

評
価

化学物質使用量（PRTR指定物質）

PRTR対象事業者に当たらないため、PRTR指定物質量の実数把握とする。

2023年度目標値

2018年度95%



営業部

年度 2013年度

項　目

単位 実績 目標 実績

二酸化炭素排出量 t-CO2/年 518.8 451.9 254.2 ○

電力使用による二酸化炭素排出量 t-CO2/年 232.2 sy 44.6 〇

年度 2018年度

項　目

単位 実績 目標 実績

t 703 513 35.9 〇

％ 95.0% 98.0% 63.5% 〇

ｔ 668 503 22.8 〇

％ 0.0% 80.0% 36.5% ×

ｔ 0 411 13.1 〇

ｔ 822.5 ―

年度 2018年度

項　目

単位 実績 目標 実績

水総使用量 m3/年 591 ― 308 ―

年度 2018年度

項　目

単位 実績 目標 実績

kg ― ― ― ― 9

食品廃棄物の再生利用等の実施量（熱回収を含む）

食品廃棄物の再生利用等の実施量（熱回収を除く）

2023年度目標値
評
価

2013年度87%

CO2排出総量（CO2㌧）　2030年目標、2013年度比50％削減

2023年度目標値
評
価

食品廃棄物排出削減年度目標一覧

食品ロス削減　2030年度目標、2018年度食品廃棄物の50％削減　各年再生利用率98%、
熱回収を除く実施率80%以上を目指す

食品廃棄物発生量

食品廃棄物の再生利用等の実施率（熱回収を含む）

食品廃棄物の再生利用等の実施率（熱回収を除く）

発生抑制量

2023年度目標値
評
価

2018年度95%

販売、生産計画で大きな変動が生じることから目標値は定めない、実数把握とする。

評
価

化学物質使用量（PRTR指定物質）

PRTR対象事業者に当たらないため、PRTR指定物質量の実数把握とする。

2023年度目標値

2018年度95%



FS部

年度 2013年度

項　目

単位 実績 目標 実績

二酸化炭素排出量 t-CO2/年 678.7 591.3 940.0 ×

電力使用による二酸化炭素排出量 t-CO2/年 196.4 171.1 480.7 ×

年度 2018年度

項　目

単位 実績 目標 実績

t 11 8 15.4 ×

％ 95.0% 98.0% 95.0% 〇

ｔ 10 8 14.6 ×

％ 0.0% 80.0% 0.0% ×

ｔ 0 6 ―

ｔ 0 ―

年度 2018年度

項　目

単位 実績 目標 実績

水使用量 m3/年 7,954 ― 6,413 ―

年度 2018年度

項　目

単位 実績 目標 実績

kg ― ― ― ―
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食品廃棄物の再生利用等の実施量（熱回収を含む）

食品廃棄物の再生利用等の実施量（熱回収を除く）

2023年度目標値
評
価

2013年度87%

CO2排出総量（CO2㌧）　2030年目標、2013年度比50％削減

2023年度目標値
評
価

食品廃棄物排出削減年度目標一覧

食品ロス削減　2030年度目標、2018年度食品廃棄物の50％削減　各年再生利用率98%、
熱回収を除く実施率80%以上を目指す

食品廃棄物発生量

食品廃棄物の再生利用等の実施率（熱回収を含む）

食品廃棄物の再生利用等の実施率（熱回収を除く）

発生抑制量

2023年度目標値
評
価

2018年度95%

販売、生産計画で大きな変動が生じることから目標値は定めない、実数把握とする。

評
価

化学物質使用量（PRTR指定物質）

PRTR対象事業者に当たらないため、PRTR指定物質量の実数把握とする。

2023年度目標値

2018年度95%



本社

年度 2013年度

項　目

単位 実績 目標 実績

二酸化炭素排出量 t-CO2/年 83.4 72.7 34.6 〇

電力使用による二酸化炭素排出量 t-CO2/年 29.7 25.8 34.5 ×

項目

ｔ 0.0 0.0 0.0 ―

年度 2018年度

項　目

単位 実績 目標 実績

水総使用量 m3/年 805 ― 648 ―

研究開発部

年度 2013年度

項　目

単位 実績 目標 実績

二酸化炭素排出量 t-CO2/年 73.3 63.9 55.3 ○

電力使用による二酸化炭素排出量 t-CO2/年 64.4 56.1 48.2 〇

項目

ｔ 0.0 0.0 0.0 ―

年度 2018年度

項　目

単位 実績 目標 実績

水総使用量 m3/年 1,332 ― 568 ―

年度 2018年度

項　目

単位 実績 目標 実績

kg ― ― ― ―
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食品廃棄物発生量

食品廃棄物発生量

2023年度目標値
評
価

2013年度87%

CO2排出総量（CO2㌧）　2030年目標、2013年度比50％削減

2023年度目標値
評
価

2018年度95%

販売、生産計画で大きな変動が生じることから目標値は定めない、実数把握とする。

2023年度目標値
評
価

2013年度87%

CO2排出総量（CO2㌧）　2030年目標、2013年度比50％削減

2023年度目標値
評
価

2018年度95%

販売、生産計画で大きな変動が生じることから目標値は定めない、実数把握とする。

評
価

化学物質使用量（PRTR指定物質）

PRTR対象事業者に当たらないため、PRTR指定物質量の実数把握とする。

2023年度目標値

2018年度95%



今後の
取組み

取組内容

継続 ・3工場の省エネ診断実施

継続 ・省エネ設備導入に向けての調査・策定

継続 ・不要な点灯をなくす

継続 ・エアコンの適正温度設定 611 CO2ﾄﾝ 605 CO2ﾄﾝ

継続 ・パソコン、OA機器の不使用時電源OFF

・動力設備（高圧機器）に関する事項

・不要時の暖房機・照明・空調の過剰使用厳禁

継続 ・ボイラー設備に関する事項

継続 ・エコドライブと走行ルートの適正化（ガソリン） 3,739 CO2ﾄﾝ 3,702 CO2ﾄﾝ

継続 ・不必要なガスは消す

継続 ・食器のまとめ洗い（LPG)

継続 ・食品ロスを2030年度までに2018年度比50％に削減する

継続 ・ＴＰＭ活動の取り組みによるロスの削減実施 712 ﾄﾝ 705 ﾄﾝ

継続 ・段ボールのリサイクル化への転換

継続 ・廃プラ等包装材料の改善

継続 ・資源廃棄物の分別回収の徹底

継続 ・仕入れ、仕込みの適正化

継続 ・食品ロスを2030年度までに2018年度比50％に削減する

継続 ・商品ロス削減の啓蒙

継続 ・不要商品在庫の削減

継続 ・容器包装の減量化(工場）

継続 ・節水運動の推進

継続 ・水漏れ箇所の点検修理

継続 ・購入化学物質一覧表の作成

継続 ・購入化学物質のSDS管理

継続 ・グリーン購入法の適合商品の購入

継続 ・環境に配慮した製品提供(全事業所）

継続 ・環境に配慮した原材料、梱包包装材の購入

継続 ・各協会、団体主催の講習会、研修会への参加(全事業所）

継続 ・TPM(Total Productive Maintenance)活動
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環境コミュニケーション
(教育訓練）

食品リサイクル（食品廃棄
物）再生利用等実施率の改

善

容器包装の発生抑制、再商品
化

総排水量の削減

化学物質使用量の適正利用

グリーン購入

環境に配慮した製品提供

６，次年度の環境目標及び環境経営計画

環境目標

二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
低
減

電力による二酸化炭
素排出量

化石燃料の削減

廃棄物排出量の削減

２０２4年年度目
標

（熱回収を含む）

食品廃棄物発生
量

食品廃棄物の再
生利用等の実施

工程上のロスの削
減、生産販売での
過剰在庫も削減

工程上のロスの削
減、生産販売での
過剰在庫も削減

工程上のロスの削
減、生産販売での
過剰在庫も削減

98%

食品廃棄物の再
生利用等の実施

（熱回収を除く）

80%

工程上のロスの削
減、生産販売での
過剰在庫も削減

２０２5年年度目
標

食品廃棄物発生
量

食品廃棄物の再
生利用等の実施

（熱回収を含む）

98%

工程上のロスの削
減、生産販売での
過剰在庫も削減

食品廃棄物の再
生利用等の実施

（熱回収を除く）

80%

工程上のロスの削
減、生産販売での
過剰在庫も削減

工程上のロスの削
減、生産販売での
過剰在庫も削減

工程上のロスの削
減、生産販売での
過剰在庫も削減



７，環境関連法規等の遵守状況、及び違反などの有無

（1）当社が遵守すべき法規制などの遵守状況

環境関連法規名 要求事項 関連設備

廃棄物処理法 ・一般廃棄物の収集業者との契約と許可書確認 一般廃棄物 許可書 ○

・廃棄物の収集運搬・処理業者との契約と許可書 産業廃棄物 契約書 ○

・廃棄物保管置場の基準（表示） 許可書 ○

・マニフェストの交付と管理保管 マニフェスト ○

・産業廃棄物管理票交付等状況報告書 報告書 ○

食品リサイクル法 ・食品廃棄物のリサイクルの実施率 食品廃棄物 再利用の実施率 ○

・年間100ｔ以上の排出事業者の報告義務 定期報告書 ○

・排出抑制状況の定期報告書 プラスチック容器 定期報告書 ○

・定期報告書の提出(第1種特定事業者） エネルギー使用設備 定期報告書 ○

・エネルギー管理者等の選出 届出 ○

騒音規制法 ・特定施設の届出 コンプレサー等 届出 ○

水質汚濁防止法 ・工場排水の測定・記録 排水設備 規制基準 ○

水道法 ・水質基準に適合すること 井水処理装置 検査報告書 ○

受水槽の清掃 記録 ○

浄化槽法 ・定期検査の実施 浄化槽 検査記録 ○

消防法 ・消防設備等の点検
消火機器、消火栓、
誘導灯、火災報知器

点検結果報告書 ○

・自衛消防組織表 組織図 届出 ○

・小型貫流ボイラー（ＬＰＧ） ボイラー 届出 ○

電気事業法 ・年次、月次点検の実施 受変電設備 年次点検報告書 ○

フロン排出抑制法 ・廃棄時の適正処理 冷凍空調機 引取り証明書 ○

ＰＣＢ廃棄物の保管 ・ＰＣＢ廃棄物の保管及び処分状況報告書 コンデンサー等 届出 ○

高圧ガス保安法 ・高圧ガス製造許可申請書 冷凍機 届出 ○

・高圧ガス冷凍管理者届書（冷凍） 冷凍機 届出 ○

・冷凍保安責任者届書 冷凍機 届出 ○

・高圧ガス保安協会保安検査受験届書 冷凍機 届出 ○

・冷凍設備　定期点検成績書 冷凍機 届出 ○

大気汚染防止法 ・ボイラーの設置届出 重油ボイラー 届出 ○

食品衛生法 ・食品衛生管理者の設置 工場・店舗 届出 ○

毒物・劇物取締法 ・置場表示と保管管理、 規制基準 ○

栃木県 栃木県カーボンニュートラル実現条例

（2）環境関連法規の違反の有無

　１） 当社に適用される環境関連法規の遵守状況を確認した結果、違反は、ありませんでした。

　２） 関係当局よりの違反などの指摘及び訴訟等はありません。
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遵守評価

容器包装
リサイクル法

エネルギーの使用の
合理化に関する法律

※法規制の確認は事務局、各事業所、統括部署で業界団体、行政からの情報を取集している。

　　事務局、本社（統轄部門長）では官報を回覧参照し、関係法令を確認している。

令和５年（2023年）４月１日施行



生産工場の取り組みトッピクス

1 二酸化炭素排出量の低減

電力使用量の削減
①下栗工場・喜連川工場において２０２３年４月より　とちぎふるさと電気（CO2フリー）に切り替え実施
②関西工場において２０２３年７月より中部電力ミライズGreen電気（CO2フリー）に切り替え実施
③工場間生産ラインの統廃合による生産効率アップ

2 アイスライン調合設備の更新
①喜連川工場は2,000ℓタンク⇒4,000ℓタンク容量に変更
②関西工場は1,000ℓタンク⇒4,000ℓタンク容量に変更
洗浄回数の削減（化学物質の削減・電気、水、蒸気）の使用量削減実施
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営業部

１、省エネルギーCO2削減

全ての項目において目標達成できた。

・電力及び排水量は、関信越支店のマルカ冷蔵への移転により大幅減となってい

る。

・ハイブリッド車の導入効果でガソリン使用量は2013年と比較して大幅減（20,606
リットル、49.6％減）している。

オンライン商談の増加もあるが、今期途中より４台導入したハイブリッド車の効果

もあると

考えられる。

・来期はハイブッリッド車への切り替えは１台を予定しているが、引きつづきエコドラ

イブなど

による使用量減を目指していく。

２．廃棄物の削減（営業由来のみ）

・今期は販売不能品及びローソン饅頭販売終了による廃棄となる

・再生利用については、基準年度2018年度は6.44％だったが、2023年度は22.82％

となり、

再生利用での処分比率が高まった。

・再生利用で処分できるかは、廃棄量は時期により変動はあるが、遊休商品販促

に努め廃

棄量削減を目指していく。

フードサービス部

・年間を通して、売上が増加したことにより、電力使用量、都市ガス使用量が増加し

てしまっ

ているが、 売上原単位で見ると、目標値を達成 することができ、二酸化炭素排出

量の

削減も達成することができた。

来季に向け、 それぞれの使用量を減らしていく工夫をしていかなくて はいけない。

電力

、LPG、都市ガスの使用を少しでも減らせるよう、日々節電、不要なガスの使用を

減らす努

力をしてく 。

・ 年間を通して、食品廃棄物発生量の削減未達成である。目標の値（2018年度）は、

上河

内SAのみの発生量であるため(東海PA、宇都宮営業所は昨年度より計測開始）、

2店舗の

数字は含まれていない。上河内SAのみの数字で見て比較すると、260％(550ｋｇ)
増加と

なってし まった。売上が増加したことも増加の原因かと思われるが、廃棄ロスや、

お客様



　　　　８，代表者による全体評価と見直し 環境管理責任者　水野谷邦治

【二酸化炭素の排出削減について】

・２０１３年度二酸化炭素排出量比目標50％削減に対し39.5％削減の推移となった。

・３工場で契約電力をグリーンメニュー（排出係数ゼロ）への切り替えにより排出量の削減が可能となった。

　今後の取り組みとして高容量モーター等の高効率モーターへの切り替えを順次進めていく。

・３工場におけるＴＰＭ活動のライン停止分析等の共有化をより進め、生産低下の解消に向ける。

・各事業所の環境経営活動の進捗及び情報の共有化を全社チームリーダ会義での実施を継続していく。

【食品廃棄物・食品リサイクルについて】

・本年度は、2018年度目標に対し59.3％の削減となった。

・新商品立ち上げ時の商品ロス発生が課題であり、商品の企画開発段階から工程ロス削減を視野に入れ

　ラインテスト等でよりリスクの洗い出しが必要となる。

・生販計画の見直しを常に行いムリ・ムダ・ムラの無い生産計画を進める。

・発生ロスをTPM実施により定常的に解決できる仕組みを構築していく。

　（各部の環境目標に沿って展開し月毎に対策と対応を行う）

・再生利用率は、依然として熱回収比率が高い、肥料や飼料などへのリサイクル施設の調査を継続して行い、

　自然リサイクル対策を今後とも検討していく。

・営業部においては遊休商品の販促を行い実績が出ている。今後も遊休商品の廃棄を減少させて行く。

【その他】

・ゼリーでのプラスチックスプーンの廃止を行った。

　再生利用可能な包装資材、自然に戻すことのできる素材の調査と情報の収集を行う。

・現在進めているバイオインキの使用やプラスチック成分の少ない包装フィルム等を促進していく。

・TPM、SDGs等々の活動が進められ、推進委員会の月毎のSDGｓ関連活動内容を従業員に知らしめていく。

・系列会社である東北食品株式会社も、東北電力の「よりそう再エネ電気」を７月より導入し

　二酸化炭素排出削減にむけて対応した。
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　率は、目標値を下回っていることに加え熱回収率が高いことは課題である。引き続き肥飼料に再生出来る
　施設の調査に当たり熱回収比率の低減を進めること。

署名欄 齋藤貞大

トップマネジメントレビューのアウトプット　　　　2023年10月17日
・二酸化炭素の排出量は、グリーンメニューの導入により大幅に削減が出来ている。今後は、都市ガス、ＬＰＧ、

　ガソリンを再生可能エネルーギーに切り替えていくかが課題となる。情報を収集し切り替えを計画的に進める
　こと
・食品ロスの削減については、基準年度に対して50％以下に削減する目標は、達成できた。皆さんの活動は、
　大いに評価できる。これを維持しさらに削減出来るよう取り組みの推進を期待する。但し、再生利用
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